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１　

は
じ
め
に

東
京
都
大
田
区
で
は
、平
成
29
年
12
月
８
日
に「
大

田
区
住
宅
宿
泊
事
業
法
施
行
条
例
」（
平
成
29
年
条

例
第
45
号
。
平
成
29
年
12
月
15
日
公
布
。
以
下
「
施

行
条
例
」
と
い
う
。）
を
制
定
し
ま
し
た
。

施
行
条
例
は
、
住
宅
宿
泊
事
業
法
（
平
成
29
年
法

律
第
65
号
。
以
下
「
新
法
」
と
い
う
。
ま
た
新
法
に

基
づ
く
民
泊
事
業
を
「
新
法
民
泊
」
と
い
う
。）
を

踏
ま
え
、
法
の
趣
旨
で
あ
る
国
内
外
か
ら
の
観
光
旅

客
の
来
訪
及
び
滞
在
を
促
進
す
る
た
め
に
、
国
際
都

市
を
区
政
運
営
の
柱
と
し
て
い
る
大
田
区
が
、
訪
日

外
国
人
等
の
宿
泊
施
設
の
一
翼
を
担
う
民
泊
事
業
の

一
層
の
推
進
を
目
指
し
必
要
な
事
項
を
定
め
た
も
の

で
す
。

こ
の
施
行
条
例
は
、
全
国
に
先
駆
け
て
制
定
さ
れ

た
条
例
で
あ
り
、
大
き
な
反
響
を
呼
び
ま
し
た
。
所

管
省
庁
か
ら
は
、「
事
業
の
実
施
そ
の
も
の
を
制
限

す
る
よ
う
な
過
度
な
制
限
」
と
指
摘
さ
れ
、
連
日
に

わ
た
る
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
か
ら
の
取
材
や
全
国
の
自
治

体
か
ら
の
問
合
せ
が
今
な
お
続
い
て
い
ま
す
。

本
稿
で
は
、
大
田
区
が
推
進
す
る
民
泊
事
業
の
考

え
方
を
御
理
解
い
た
だ
く
た
め
に
、
全
国
で
初
め
て

開
始
し
た
国
家
戦
略
特
別
区
域
外
国
人
滞
在
施
設
経

営
事
業
（
以
下
「
特
区
民
泊
」
と
い
う
。） 

に
つ
い
て

説
明
さ
せ
て
い
た
だ
き
、
主
題
の
施
行
条
例
の
制
定

の
経
緯
及
び
内
容
を
紹
介
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。

２　

大
田
区
の
概
要

大
田
区
は
、
人
口
72
万
人
を
有

し
、
東
京
都
の
最
南
端
に
位
置
す

る
特
別
区
で
す
。
区
東
部
に
は
日

本
及
び
首
都
東
京
の
玄
関
口
で
あ

る
東
京
国
際
空
港
（
羽
田
空
港
）

を
擁
す
る
ほ
か
、
戦
後
の
経
済
成

長
を
支
え
て
き
た
金
属
加
工
を
得

意
と
す
る
中
小
の
町
工
場
が
数
多
く
集
ま
り
、
高
度

な
技
術
力
を
持
つ
「
も
の
づ
く
り
の
ま
ち
」
と
し
て

知
ら
れ
て
い
ま
す
。
一
方
で
区
西
部
に
は
田
園
調
布

な
ど
国
内
有
数
の
閑
静
な
住
宅
地
が
広
が
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、Ｊ
Ｒ
線
、私
鉄
、地
下
鉄
及
び
モ
ノ
レ
ー

ル
線
な
ど
空
港
、
都
心
及
び
川
崎
・
横
浜
方
面
に
向

か
う
交
通
ア
ク
セ
ス
が
充
実
し
た
利
便
性
の
高
い
都

市
で
す
。

３　

特
区
民
泊

平
成
28
年
１
月
、
全
国
に
先
駆
け
て
開
始
し
た
大

田
区
特
区
民
泊
は
、
平
成
30
年
１
月
末
現
在
、
特
区

民
泊
認
定
数
51
施
設
、
居
室
数
２
７
５
室
、
定
員

８
７
５
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。
開
始
か
ら
２
年
弱
で
す

が
順
調
な
伸
び
を
刻
ん
で
い
ま
す
（
グ
ラ
フ
１
参
照
）。

特
区
民
泊
は
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
（
平
成
25

年
法
律
第
１
０
７
号
。
以
下
「
特
区
法
」
と
い
う
。）

に
お
い
て
、
旅
館
業
法
の
特
例
と
し
て
定
め
ら
れ
た

【条例制定の事例】

東京都大田区
大田区住宅宿泊事業法施行条例
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　「住宅宿泊事業法」を踏まえた、全国初の施行条例。全国に先駆けて開始し既に実
績もある「特区民泊」をスタンダードとしながら、２つの民泊制度の並立による混乱を
生じさせないよう、分かりやすい民泊制度の構築を目指す。

大田区健康政策部 
宿泊事業担当副参事

吉川　紀代司
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事
業
で
あ
り
、
大
田
区
は
特
区
法

に
基
づ
く
内
閣
総
理
大
臣
の
認
定

を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
特
区
民
泊

事
業
の
制
度
を
活
用
し
て
い
ま

す
。特

区
民
泊
事
業
を
開
始
し
た
理

由
と
し
て
、
以
下
の
３
点
が
挙
げ

ら
れ
ま
す
。

・	

訪
日
外
国
人
の
増
加
に
伴
う
宿

泊
施
設
不
足
・
滞
在
需
要
へ
の
対
応
（
グ
ラ
フ

２
参
照
）

・	

旅
館
業
法
に
該
当
し
な
い
宿
泊
施
設
、
い
わ
ゆ

る
違
法
民
泊
に
対
す
る
不
安
と
懸
念

・	

地
域
振
興
や
遊
休
資
産
の
利
活
用
な
ど
の
経
済

効
果
が
見
込
ま
れ
る

加
え
て
、
大
田
区
は
、
長
期
基
本
計
画
「
大
田
区

10
か
年
基
本
計
画
“
お
お
た
未
来
プ
ラ
ン
10
年
”」

を
平
成
21
年
３
月
に
策
定
し
ま
し
た
。
基
本
計
画
で

は
、
区
政
方
針
の
２
大
柱
を
「
地
域

力
」
と
「
国
際
都
市
」
と
位
置
付
け
、

策
定
以
降
に
様
々
な
施
策
を
着
実
に

推
進
し
て
い
ま
す
。

と
り
わ
け
国
際
空
港
で
あ
る
羽
田

空
港
の
立
地
自
治
体
と
し
て
、
国
内

外
の
都
市
と
の
交
流
を
積
極
的
に
行

い
、
観
光
や
多
文
化
共
生
を
充
実
し

「
来
て
良
し
、
住
ん
で
良
し
」
の
お

も
て
な
し
の
心
と
魅
力
が
あ
ふ
れ
る

国
際
都
市
を
目
指
し
て
い
ま
す
。
日

常
生
活
の
場
に
お
い
て
国
内
外
の
外

国
人
と
の
交
流
を
促
進
し
、
名
実
と

も
に
「
国
際
都
市
」
と
し
て
発
展
す

る
絶
好
の
機
会
と
し
て
捉
え
、
特
区

認
定
を
受
け
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

特
区
民
泊
事
業
の
開
始
に
当
た
っ

て
は
、区
民
の
生
活
環
境
へ
の
影
響
、
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防
災
や
衛
生
面
の
安
全
性
の
確
保
、
滞
在
者
へ
の
十

分
な
お
も
て
な
し
の
提
供
等
の
危
惧
や
課
題
の
解
決

に
向
け
、
条
例
、
規
則
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
整
備

し
ま
し
た
。

条
例
等
の
整
備
と
特
区
民
泊
事
業
者
に
よ
る
法
令

遵
守
の
姿
勢
、
近
隣
・
地
域
住
民
及
び
警
察
・
消
防

の
御
理
解
と
御
協
力
を
い
た
だ
き
、
こ
れ
ま
で
大
き

な
ト
ラ
ブ
ル
や
防
犯
・
防
災
面
に
関
す
る
問
題
は
生

じ
て
お
り
ま
せ
ん
。

４　

大
田
区
議
会
が
意
見
書
を
可
決

平
成
29
年
大
田
区
議
会
第
３
回
定
例
会
に
、
議
員

提
出
議
案
「
住
宅
宿
泊
事
業
法
に
関
す
る
意
見
書
」

（
衆
参
両
院
議
長
、内
閣
総
理
大
臣
、厚
生
労
働
大
臣
、

国
土
交
通
大
臣
宛
）
が
提
出
さ
れ
、
平
成
29
年
10
月

16
日
に
可
決
さ
れ
ま
し
た
。

意
見
書
の
内
容
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。

○
特
区
民
泊
は
許
可
制
で
あ
り
、
事
業
実
施
可
能

区
域
を
限
定
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
近
隣
住
民

周
知
、
苦
情
相
談
窓
口
の
設
置
等
の
条
件
を
定

め
て
お
り
安
全
か
つ
安
心
な
民
泊
事
業
が
推
進

で
き
て
い
る
。

○
一
方
、
新
法
に
よ
る
民
泊
事
業
は
届
出
制
と

な
っ
て
お
り
、
安
易
な
参
入
に
よ
る
質
の
低
下

の
懸
念
が
あ
る
。

○
特
区
民
泊
を
実
施
し
て
い
る
自
治
体
は
、
特
区

民
泊
と
新
法
民
泊
と
い
う
２
つ
の
民
泊
制
度
が

並
立
す
る
こ
と
に
な
り
、
区
民
及
び
利
用
者
双

方
に
分
か
り
に
く
い
。

○
特
区
民
泊
と
新
法
民
泊
の
い
ず
れ
か
を
自
治
体

が
選
択
で
き
る
制
度
と
し
、
政
省
令
に
は
特
区

民
泊
と
同
内
容
の
規
制
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

旨
を
明
記
す
る
こ
と
を
求
め
る
。

意
見
書
の
可
決
に
よ
る
議
会
の
意
向
を
踏
ま
え
、

新
法
民
泊
の
振
興
を
図
り
つ
つ
、
旅
館
業
又
は
特
区

民
泊
事
業
者
に
も
御
理
解
と
御
協
力
を
い
た
だ
き
な

が
ら
、「
安
全
・
安
心
な
民
泊
事
業
の
推
進
」
を
図

住宅宿泊事業法に関する意見書

いわゆる民泊事業について、国は本年６月９日、届出制によって民泊サービスを行うこ
とのできる住宅宿泊事業法を成立させた。

一方、大田区では平成28年１月29日、国家戦略特別区域法に基づく外国人滞在施設経営
事業（以下「特区民泊」という。）を開始した。開始からまだ間もない状況であるが、現
在のところ順調に滑り出している。その要因は、特区民泊が届出制ではなく許可制となっ
ており、事業実施可能区域を限定したうえ、区による事前の現地確認、事業者に対し、近
隣住民へ特区民泊を実施することの周知や苦情等窓口の設置とその周知を求めたことな
ど、一定の条件を付したことにより、利用者のみならず事業者や近隣住民にとっても、安
全かつ安心な民泊事業を行うことができる環境を整えたためである。

これに対して今回の住宅宿泊事業法による民泊事業は届出制であるため、安易な参入に
よる質の低下などの懸念がある。参入しやすいことを利点ととる自治体もあると思われる
が、大田区のように特区民泊を実施している自治体にとっては、特区民泊と住宅宿泊事業
法による民泊、二つの制度が並立することになり、区民にとっても利用者にとっても分か
りにくく、健全な民泊の振興という住宅宿泊事業法の趣旨を損なうことにもなりかねない。

よって、独自の条例を定めて特区民泊を実施している大田区の議会としては、住宅宿泊
事業法による民泊制度は受け入れがたいものであり、住宅宿泊事業法による民泊と特区民
泊のいずれかを自治体が選択できるようにすること、最低でも住宅宿泊事業法において、
特区民泊と同内容の規制を行うことができるよう政省令に明記することを求める。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

平成29年10月16日

衆議院議長
参議院議長
内閣総理大臣　　 宛
厚生労働大臣
国土交通大臣

大田区議会議長
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る
こ
と
の
で
き
る
民
泊
条
例
の
制
定
に
向
け
て
進
め

て
い
く
こ
と
と
い
た
し
ま
し
た
。

５　

施
行
条
例
の
内
容
と
考
え
方

平
成
29
年
11
月
29
日
大
田
区
議
会
第
４
回
定
例
会

に
、「
大
田
区
住
宅
宿
泊
事
業
法
施
行
条
例
」及
び「
大

田
区
国
家
戦
略
特
別
区
域
外
国
人
滞
在
施
設
経
営
事

業
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
」（
以

下
「
特
区
民
泊
条
例
の
改
正
」
と
い
う
。）
議
案
を

提
出
し
ま
し
た
。

新
法
に
係
る
施
行
条
例
の
内
容
に
つ
い
て
は
後
ほ

ど
説
明
し
ま
す
が
、特
区
民
泊
条
例
の
改
正
内
容
は
、

条
例
第
２
条
に
定
め
る
最
低
滞
在
期
間
を
改
め
る

（
７
日
を
３
日
に
短
縮
す
る
。）
も
の
で
す
。

施
行
条
例
及
び
特
区
民
泊
条
例
の
改
正
と
も
平
成

29
年
12
月
８
日
に
可
決
さ
れ
、
同
年
12
月
15
日
に
公

布
さ
れ
ま
し
た
。

こ
こ
で
所
管
省
庁
、
マ
ス
メ
デ
ィ
ア
や
地
方
自
治

体
等
か
ら
様
々
な
反
響
を
い
た
だ
い
た
施
行
条
例
に

つ
い
て
、
基
本
的
な
考
え
方
を
紹
介
し
、
施
行
条
例

の
本
文
及
び
付
則
を
解
説
し
ま
す
。

（
１
）
施
行
条
例
の
基
本
的
な
考
え
方

○
既
に
実
績
の
あ
る
特
区
民
泊
を
区
の
民
泊
施
策

の
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
と
し
た
民
泊
制
度
の
整
備

○
新
法
の
趣
旨
に
の
っ
と
っ
た
民
泊
の
普
及
促
進

○
区
民
や
事
業
者
が
「
分
か
り
や
す
く
、
特
区
民

泊
と
の
混
乱
を
生
じ
な
い
」
民
泊
制
度
を
構
築

（
２
）
施
行
条
例
の
条
文
解
説

【
第
１
条
】

本
条
例
は
、
新
法
第
18
条
（
条
例
に
よ
る
住
宅
宿

泊
事
業
の
実
施
の
制
限
）
に
基
づ
き
、
区
で
制
限
す

る
事
項
を
施
行
条
例
で
定
め
て
い
ま
す
。本
条
で
は
、

「
住
宅
宿
泊
事
業
に
起
因
す
る
事
象
に
よ
る
生
活
環

境
の
悪
化
を
防
止
す
る
た
め
」
必
要
な
事
項
を
定
め

る
こ
と
を
趣
旨
と
し
て
規
定
し
て
い
ま
す
。

【
第
２
条
第
１
項
】

新
法
第
18
条
の
規
定
に
よ
り
、
住
宅
宿
泊
事
業
を

制
限
す
る
区
域
を
以
下
の
と
お
り
、定
め
て
い
ま
す
。

な
お
、
制
限
す
る
区
域
の
面
積
は
大
田
区
全
域

（
60
・
75
㎢
）
の
３
割
弱
と
僅
少
な
割
合
と
な
っ
て

い
ま
す
。

（
１
）
都
市
計
画
法
に
掲
げ
る
第
一
種
低
層
住
居
専

用
地
域
、
第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域
、
第
一
種

中
高
層
住
居
専
用
地
域
、
第
二
種
中
高
層
住
居
専

用
地
域
、
工
業
地
域
、
工
業
専
用
地
域

い
わ
ゆ
る
住
居
専
用
地
域
、
工
業
地
域
を
指
し
、

表
の
と
お
り
、
住
居
専
用
地
域
の
合
計
は
区
全
域
の

18
・
４
％
、
工
業
地
域
及
び
工
業
専
用
地
域
は
同
８
・

８
％
を
占
め
る
割
合
と
な
っ
て
い
ま
す
。

（
２
）
都
市
計
画
法
に
掲
げ
る
特
別
用
途
地
区
の
う

ち
、
文
教
地
区
及
び
特
別
業
務
地
区

用 途 地 域 別 面 積（km2) 割 合

第 一 種 低 層 住 居 専 用 地 域 7.14 11.8%

第 二 種 低 層 住 居 専 用 地 域 0.04 0.1%

第一種中高層住居専用地域 3.75 6.2%

第二種中高層住居専用地域 0.19 0.3%

第 一 種 住 居 地 域 7.73 12.7%

第 二 種 住 居 地 域 0.18 0.3%

準 住 居 地 域 0.85 1.4%

近 隣 商 業 地 域 3.76 6.2%

用 途 地 域 別 面 積（km2) 割 合

商 業 地 域 2.01 3.3%

準 工 業 地 域 24.25 39.9%

 （ 特 別 工 業 地 区 ） (4.19) (6.9% )

工 業 地 域 1.78 2.9%

工 業 専 用 地 域 3.61 5.9%

指 定 な し 5.46 9.0%

合 計 60.75 100.0%

表　用途地域別面積と割合	 平成29年４月１日現在
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区
北
西
部
の
第
２
種
文
教
地
区
及
び
臨
海
部
の
自

動
車
タ
ー
ミ
ナ
ル
を
指
し
ま
す
。

（
３
）
都
市
計
画
法
に
掲
げ
る
流
通
業
務
地
区

臨
海
部
の
流
通
業
務
団
地
を
指
し
ま
す
。

（
４
）
都
市
計
画
法
に
掲
げ
る
地
区
計
画
の
う
ち
、

大
田
区
平
和
島
地
区
地
区
計
画
、
大
田
区
東
海
三

丁
目
地
区
地
区
計
画
、
大
田
区
田
園
調
布
地
区
地

区
計
画
、
田
園
調
布
多
摩
川
台
地
区
地
区
計
画
、

大
森
西
七
丁
目
地
区
地
区
計
画

地
区
計
画
の
目
的
は
、
順
に
、
流
通
業
務
、
市
場

関
連
業
務
、
良
好
な
住
環
境
の
保
全
、
同
、
住
工
調

和
市
街
地
の
整
備
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
第
２
条
第
２
項
】

敷
地
が
制
限
を
受
け
る
区
域
の
内
外
に
わ
た
る
場

合
、
過
半
に
属
す
る
区
域
を
も
っ
て
、
敷
地
全
体
の

制
限
の
有
無
を
判
断
す
る
旨
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

【
第
２
条
第
３
項
】

住
宅
宿
泊
事
業
を
制
限
す
る
区
域
に
お
い
て
は
１

年
間
を
通
し
て
事
業
運
営
を
制
限
す
る
旨
を
規
定
し

て
い
ま
す
。

【
第
３
条
】

住
宅
宿
泊
事
業
の
運
営
に
当
た
っ
て
、
事
業
者
が

講
じ
る
べ
き
措
置
を
（
１
）
か
ら
（
３
）
ま
で
規
定

し
て
い
ま
す
。

（
１
）
新
法
第
９
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
る
宿
泊
者

に
対
す
る
対
面
等
の
方
法
に
よ
る
説
明
及
び
体
制

の
確
保

新
法
第
９
条
第
１
項
の
周
辺
地
域
の
生
活
環
境
へ

の
悪
影
響
を
防
止
す
る
た
め
に
、
宿
泊
者
に
対
し
て

対
面
又
は
映
像
等
の
方
法
を
用
い
て
、
宿
泊
者
名
簿

の
記
載
内
容
と
利
用
者
が
同
一
の
者
で
あ
る
か
を
確

認
す
る
と
と
も
に
、
施
設
及
び
利
用
に
関
す
る
必
要

な
事
項
の
説
明
を
行
い
、
か
つ
、
実
施
で
き
る
体
制

を
確
保
す
る
こ
と
を
指
し
ま
す
。

（
２
）
火
災
等
緊
急
事
態
の
際
に
は
避
難
及
び
救
急

医
療
等
に
係
る
適
切
な
情
報
提
供
を
行
う
こ
と
が

常
時
で
き
る
体
制
の
確
保

宿
泊
者
に
対
し
、
火
災
等
の
緊
急
事
態
が
発
生
し

た
場
合
に
、
避
難
及
び
救
急
医
療
等
の
情
報
を
提
供

で
き
る
体
制
を
常
時
確
保
し
て
お
く
必
要
性
を
指
し

ま
す
。

（
３
）
事
業
開
始
前
に
お
け
る
近
隣
住
民
へ
の
適
切

な
周
知
・
記
録
の
作
成

事
業
開
始
前
に
近
隣
住
民
に
対
し
て
事
業
計
画
を

書
面
に
よ
っ
て
周
知
し
、
そ
の
記
録
を
作
成
す
る
こ

と
を
指
し
ま
す
。

【
第
４
条
】

新
法
で
は
、
住
宅
宿
泊
事
業
を
営
む
事
業
者
は
、

適
正
な
手
続
を
経
て
、
新
法
第
11
条
に
定
め
る
標
識

を
掲
示
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。
本
条
文
は
、

新
法
の
標
識
と
は
別
に
、
大
田
区
が
独
自
に
交
付
す

る
「
証
票
」
の
交
付
要
件
を
次
の
と
お
り
定
め
て
い

ま
す
。

（
１
）
第
３
条
に
規
定
す
る
住
宅
宿
泊
事
業
者
の
責

務
を
果
た
し
て
い
る
こ
と

第
３
条
に
掲
げ
る
３
項
目
を
全
て
満
た
し
て
い
る

こ
と
を
指
し
ま
す
。

（
２
）
区
が
実
施
す
る
講
習
を
受
講
し
て
い
る
こ
と

近
隣
住
民
等
と
の
調
和
、
宿
泊
者
の
安
全
確
保
等

の
留
意
事
項
に
関
す
る
講
習
の
受
講
を
指
し
ま
す
。

（
３
）
第
２
条
に
定
め
る
住
宅
宿
泊
事
業
の
実
施
を

制
限
す
る
区
域
以
外
の
区
域
に
お
い
て
事
業
を
実

施
す
る
と
き

制
限
区
域
以
外
の
区
域
に
お
い
て
事
業
を
実
施
す

る
こ
と
を
指
し
ま
す
。

【
第
５
条
】

必
要
な
規
則
の
整
備
を
規
定
し
て
い
ま
す
。

【
付
則
】

付
則
１
は
施
行
条
例
の
施
行
日
を
新
法
の
施
行
日

と
同
一
と
し
、
付
則
２
で
は
新
法
届
出
開
始
か
ら
準

備
行
為
が
で
き
る
旨
を
定
め
て
い
ま
す
。付
則
３
は
、

条
例
施
行
後
２
年
以
内
の
検
討
、
必
要
に
応
じ
措
置

を
講
じ
る
旨
を
加
え
て
い
ま
す
。

な
お
、
新
法
附
則
第
４
条
と
同
様
に
、
施
行
の
状

況
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
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こ
と
を
定
め
て
い
ま
す
。
新
法
で
は
３
年
を
経
過
し

た
時
点
で
の
検
討
が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
が
、
施
行

条
例
で
は
２
年
以
内
と
し
て
い
ま
す
。

以
上
が
、
施
行
条
例
の
内
容
で
す
。
区
が
施
行
条

例
案
を
作
成
し
て
い
る
時
点
で
は
、
政
令
及
び
省
令

及
び
新
法
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
つ
い
て
は
、

大
枠
や
骨
格
の
一
部
が
示
さ
れ
て
い
る
の
み
で
あ

り
、
新
法
民
泊
制
度
の
詳
細
が
把
握
で
き
な
い
状
況

で
し
た
が
、
所
管
省
庁
と
の
頻
繁
な
情
報
交
換
や
積

極
的
な
情
報
の
収
集
に
努
め
、
新
た
な
民
泊
制
度
の

普
及
を
図
る
観
点
か
ら
施
行
条
例
の
内
容
を
検
討
し

て
き
ま
し
た
。

新
法
に
対
す
る
違
法
性
や
新
法
の
趣
旨
と
の
関
係

に
つ
い
て
は
、
庁
内
外
の
法
務
関
係
者
と
度
重
な
る

協
議
を
行
い
、「
区
域
の
制
限
」
及
び
「
規
制
項
目
」

の
い
ず
れ
も
、
施
行
条
例
全
体
か
ら
鑑
み
る
と
新
法

の
趣
旨
に
反
せ
ず
、
違
法
と
は
い
え
な
い
と
の
結
論

を
得
て
い
ま
す
。

６　

お
わ
り
に

平
成
30
年
１
月
現
在
、区
で
は
施
行
条
例
に
続
き
、

規
則
案
及
び
区
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
の
作
成
に
取
り
掛

か
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
観
光
庁
が
開
設
す
る
民
泊

制
度
運
用
シ
ス
テ
ム
を
利
用
す
る
に
際
し
た
情
報
公

開
・
個
人
情
報
に
関
す
る
審
議
会
へ
の
議
案
提
出
及

び
説
明
準
備
、
さ
ら
に
施
行
条
例
に
定
め
る
証
票
の

印
刷
準
備
、
窓
口
案
内
用
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の
作
成

等
、３
月
15
日
の
新
法
民
泊
の
届
出
開
始
に
向
け
て
、

膨
大
な
事
務
処
理
に
追
わ
れ
て
い
ま
す
。

加
え
て
、
平
成
29
年
度
大
田
区
議
会
第
４
回
定
例

会
の
議
決
を
受
け
、「
違
法
民
泊
委
託
調
査
補
正
予

算
」
の
配
当
を
受
け
、
委
託
調
査
業
者
と
と
も
に
、

区
内
全
域
の
違
法
民
泊
の
把
握
を
進
め
て
い
ま
す
。

あ
る
大
手
の
民
泊
仲
介
サ
イ
ト
に
は
、
平
成
29
年

11
月
末
時
点
で
、
区
内
の
民
泊
が
約
５
０
０
室
登
録

さ
れ
て
い
ま
す
。
特
区
民
泊
も
こ
の
サ
イ
ト
に
掲
載

さ
れ
て
い
ま
す
か
ら
、
特
区
民
泊
約
２
４
０
室
を
差

し
引
い
て
も
、
約
２
６
０
室
が
違
法
民
泊
の
疑
い
が

あ
り
ま
す
。

違
法
民
泊
調
査
は
、
政
令
指
定
都
市
や
特
別
区
な

ど
で
も
実
施
し
た
実
績
が
あ
り
、
い
ず
れ
の
自
治
体

も
違
法
民
泊
施
設
の
所
在
地
及
び
事
業
主
を
確
定
す

る
こ
と
に
多
大
な
労
力
を
費
や
し
た
よ
う
で
す
。
調

査
は
人
手
（
多
言
語
対
応
能
力
を
有
す
る
調
査
員
に

よ
る
訪
問
調
査
他
）
と
技
術
力
（
仲
介
サ
イ
ト
の
分

析
力
等
）
を
要
す
る
難
易
度
の
高
い
調
査
で
す
が
、

所
在
地
や
事
業
者
を
確
定
し
た
後
に
は
、
旅
館
業
法

に
よ
る
指
導
を
行
う
と
と
も
に
、
旅
館
業
法
又
は
特

区
民
泊
事
業
あ
る
い
は
新
法
民
泊
事
業
へ
の
誘
導
を

進
め
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

地
方
分
権
改
革
が
急
速
に
進
む
中
で
、
住
民
に
寄

り
添
っ
た
「
安
全
・
安
心
な
民
泊
事
業
の
推
進
」
は
、

自
治
権
を
有
し
て
い
る
基
礎
自
治
体
の
責
務
で
あ
る

こ
と
を
再
認
識
し
た
と
こ
ろ
で
す
。
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大田区住宅宿泊事業法施行条例

平成29年12月15日
条例第45号

　（趣旨）
第１条　この条例は、住宅宿泊事業法（平成29年法律第65号。以下「法」という。）及びこれに基づく命令に定める

もののほか、住宅宿泊事業に起因する事象による生活環境の悪化を防止するため、必要な事項を定めるものとする。
　（制限する区域等）
第２条　法第18条の規定により住宅宿泊事業の実施を制限する区域は、次に掲げるとおりとする。
（1）都市計画法（昭和43年法律第100号）第８条第１項第１号に掲げる第一種低層住居専用地域、第二種低層住居

専用地域、第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、工業地域及び工業専用地域
（2）都市計画法第８条第１項第２号に掲げる特別用途地区のうち、文教地区及び特別業務地区
（3）都市計画法第８条第１項第13号に掲げる流通業務地区
（4）都市計画法第12条の４第１項第１号に掲げる地区計画のうち、大田区平和島地区地区計画、大田区東海三丁目

地区地区計画、大田区田園調布地区地区計画、田園調布多摩川台地区地区計画及び大森西七丁目地区地区計画
２　住宅宿泊事業を実施しようとする住宅（法第２条第１項に規定する住宅をいう。以下同じ。）の敷地が、前項の

規定により制限を受ける区域の内外にわたる場合においては、その敷地の全部について、敷地の過半の属する区域
の規定を適用する。

３　第１項各号に掲げる区域での住宅宿泊事業の実施は、全ての期間、これを制限する。
　（住宅宿泊事業者の責務）
第３条　住宅宿泊事業を営み、又は営もうとする者は、住宅宿泊事業の運営に当たっては、住宅の周辺地域の生活環

境への悪影響を防止することが重要であることを認識し、法及びこれに基づく命令並びに他の法令に基づく規制を
遵守するとともに、次に掲げる措置を講ずるよう努めなければならない。

（1）法第９条第１項の規定による説明を使用開始時に対面その他確実に宿泊者を確認できる方法を用いて説明する
ことができる体制を確保すること。

（2）住宅の宿泊者に対し、火災等緊急事態が発生した場合において避難及び救急医療等に係る適切な情報提供を行
うことが常時できる体制を確保すること。

（3）住宅の近隣住民に対し、当該住宅が住宅宿泊事業の用に供されるものであることについて、事前に、事業計画
の適切な周知及び当該周知に係る記録を作成すること（既に住宅宿泊事業の用に供されている住宅にあっては、
速やかに、これに準じた措置を講ずること。）。

　（証票の交付）
第４条　区長は、住宅宿泊事業を営み、又は営もうとする者が第１号及び第２号のいずれにも該当し、かつ、住宅宿

泊事業の用に供する住宅が第３号に該当するときは、その求めに応じて、区が推奨する基準を満たした住宅宿泊事
業者及び施設であることを示す証票を交付することができる。

（1）前条に規定する住宅宿泊事業者の責務を果たしていること。
（2）区が実施する講習を受講したこと。
（3）住宅が第２条第１項に定める住宅宿泊事業の実施を制限する区域以外の区域に存するとき。

　（委任）
第５条　この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。
　　付　則
　（施行期日）
１　この条例は、平成30年６月15日から施行する。ただし、次項の規定は、同年３月15日から施行する。
　（準備行為）
２　この条例の施行のために必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うことができる。
　（検討）
３　区は、この条例の施行後２年以内に、この条例の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措

置を講ずるものとする。


